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はじめに
　「農業の衰退」という言葉が聞かれるようになって久しい。1950 年代には 600 万戸を超えていた農家戸数は、

1960 年を境に急速に減り始め、わずか 50 年で 6 割弱にまで減少した。それとともに経営耕地も減少し、1920 から

30 年代にかけて 600 万 ha を超えていた耕地面積が、わずか 100 年にも満たない間に、約 6 割にまで減少している。

　藤井（2011、2012）は、農業の産業比率低下の原因が農産物の所得弾力性にあることを導き、マクロデータを用

いた同値の推計を試みている。これに対して本稿では、ベルヌーイ＝ラプラス型効用関数から導かれる需要関数を

ミクロデータから推計し、そこから得られる価格弾力性、および所得弾力性を比較するとともに、所得弾力性の低

い「必需財」に分類される農産物は、「奢侈財」に分類されるそれに比較して、経営耕地減少率が低い傾向にある

ことを、定量的に明らかにしていく。

モデルの理論的背景
　はじめに、消費者は、所得、および、各財の価格が与えられたとき、効用が極大となるように各財の購入量を決

定すると仮定する。

　ここで Eq.1 に示すベルヌーイ＝ラプラス型効用関数を仮定すると、限界効用は、Eq.2 のように表される。なお、

は第 i 財の消費量（購入量）、 および はパラメータである。

　限界効用は正であることが理論的に要求されるため、パラメータに関する以下の条件式を得る。

　限界効用を再度微分することによって Eq.3、および、Eq.4 を得る。Eq.3 は第 i 財の消費量が増えるにしたがって、

その限界効用が減少することを意味している（限界効用逓減の法則）。これに対して Eq.4 は、他の財の消費量の変

化が第 i 財の限界効用に影響を与えることはないことを意味している。
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　本稿における分析は、財を、特定の財とそれ以外の財（群・グループ）に分け (n=2)、予算制約

の下で、効用 (Eq.1) を最大化する消費量を与える需要関数を求めることからはじまる。ここで Pi は第 i 財の価格、

y は予算（所得）を表す。

　Eq.5 に示す限界効用均等式と Eq.6 に示す収支均等式から求められる財の需要関数は、Eq.7、および、Eq.8 に示

される。

　Eq.7 より、第 1 財の価格弾力性 ( ) は、Eq.9 のように表される。

　ここで の逆数は、次のように書くことができる。

　 、および、 であることから、 の関係式を得る 1。この両辺に y を加えると、

という関係が得ることから 2、 が負の場合、第 1 財は価格に対して非弾力

的（ ）であることがわかる。

　次に交差弾力性 ( ) は Eq.11 のように表される。

　 の符号は、 によって決定される。すなわち、第 2 財が価格に対して非弾力的であるとき、第 2 財の価格が

上昇すると、第 1 財の購入量は減少する。

−



作物の品目別価格弾力性と所得弾力性の比較と経営耕地面積に及ぼす影響の分析 117

　次に所得弾力性は Eq.12 によって表される。

推計モデルと推計結果
　次に、Eq.7 で導出された需要関数をもとに、以下のモデルについて、野菜（14 品目）、果樹（4 品目）、米の需

要関数を推計する。

　推計に用いるデータは、1963 年から 2011 年までの年次データである。Q1t には、家計調査年報に示される、各

財の１世帯あたり年間消費量（2 人以上の非農林漁家世帯）を用い、P1t には１世帯あたり年間消費額を Q1t で除

した「年平均価格」用いる。yt には、１世帯あたり年間消費支出を、そして第 1 財を除くすべての財の価格 P2 t

には消費者総合物価指数を用いている。また は誤差項、添え字の t は年次を表している。

　パラメータの推定には OLS 法を用いる。全サンプル期間の推計結果に対して CUSUM テスト、CUSUMSQ テス

ト、および、Chow test を行い、ある時点の前後で構造変化が生じたものと判断される場合は、それぞれの期間に

ついて推計を行い、最も適合度が高いと判断される期間のパラメータを採用する。

　以上の方針の下で、米、野菜（11 品目）、果樹（4 品目）について推計を行った結果を示したのが Table 1 であ

る。　ここで C は 、YP は  、P2P は の推定値を表しており、さらにこれらの値を用いて
、 , , を求めたのが a1,a2,b1,b2 である。（間接最小二乗法）

　Table 1 に示された a1,a2,b1,b2 をみると、ピーマンとりんごの推計値は Eq.2-2 を満たしておらず、米、キャベツ、

きゅうり、ピーマン、じゃがいも、りんご、柿の推計値は Eq.2-1 を満たしていない。これらに関する推計に関し

てはなお改善余地があると思われるが、他の 9 品目（人参、大根、茄子、葱、玉葱、ほうれん草、里芋、ぶどう、柿）

は、概ね良好な推計結果を得ている。

　これら 9 品目に関する推計結果をみると、すべての財について、 、 を得る。すなわちこれらの

品目は、価格に対して非弾力的であると同時に、他の財価格が上昇すると、これらの財の需要量は減少する（交差

弾力性 <0）と考えられる。
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Graph 1 需要と価格弾力性の関係

　Graph 1 は、これら 9 品目の年間消費量と、推計された価格弾力性の関係を示したものである。各財の年間消費

量が重なるエリアが少なく、Graph1 から直接的に比較を行うことは困難だが、大根、玉葱、人参、葱は相対的に、

価格に対して非弾力的だと考えられる。

Graph 2 年間消費支出と所得弾力性の関係
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　次に Graph 2 は、9 品目の所得弾力性の推計値と 1 世帯あたり年間消費支出の関係を示したものである。Graph2

から、年間消費支出の増加に伴って財の所得弾力性が上昇する傾向にあることがみてとれる。

　また、所得弾力性が 1 より小さな財を「必需財」、大きな財を「奢侈財」と呼ぶが、Graph 2 では、玉葱、人参、

葱の 3 品目が「必需財」、それ以外の品目が「奢侈財」に分類される。

　ところで限界効用を表す Eq.2 は、漸近線が 軸と の直角双曲線である。消費者は、効用を最大化す

ることを目的に行動すると仮定するのであれば、 は（理論的）生活最低必要量だと解釈することができる。

そして生活最低必要量が大きな財は、当該社会において、一定の堅固な需要が存在する、「必需度の高い財」だと

考えられる。わが国においては、急速な経済発展とともに農業生産高、農業就業者数、経営耕地面積などが急速に

減少してきたが、必需度の高い財は、その減少が相対的に小さいと考えられる。

Graph 3　財の必需度と作付面積・結果樹面積減少率の関係

　このことを確かめるために、横軸に作付面積・結果樹面積の年平均減少率、縦軸に の推計値をとってプロ

ットしたものがGraph 3である。予想に反し、必要最低量が少なくても作付・結果樹面積減少率の低い品目があれば、

その逆の品目もある。ここから、財の必需度と作付面積・結果樹面積の減少率の間に強い相関関係があるとは言い

にくい。

　しかしながら graph3 に描かれた品目を、必需財グループ（囲み文字）と奢侈財グループに分けて再びみると、

必需財の作付・結果樹面積減少率は、奢侈財に比べて低い傾向にあることがわかる。つまり耕地面積の増減は、作

物の所得弾力性に依存すると考えられる。
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おわりに
　本稿では、ベルヌーイ＝ラプラス型効用関数から導かれる需要関数をミクロデータから推計し、そこから得られ

る価格弾力性、および所得弾力性が経営耕地面積に与える影響について分析を行った。その結果、少なくとも本稿

で分析対象とした農産物の需要は価格に対して非弾力的であること、これら農産物の所得弾力性は、消費支出の増

加とともに上昇傾向にあること、その中にあって、所得弾力性の低い「必需財」に分類される農産物は、相対的に、

作付面積・結果樹面積の減少率が低い傾向にあることを明らかにした。

　しかしながら分析対象とした品目の多くで、推計パラメータの符号が理論的要請を満たさない問題が生じたほか、

モデルの適合度を優先させた結果、品目によって推定期間にばらつきが生じるなど、推定上のさらなる改善が求め

られる。その上で、経営耕地面積の変動に品目間の差異が生じる原因を、消費者の嗜好や農地の流動性という観点

からより詳細に分析していくことを今後の検討課題としていく。
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